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容量市場の在り方等に関する検討会事務局※

※本検討会は、資源エネルギー庁と電力広域的運営推進機関の共同事務局により開催している。
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1はじめに（本日の内容）

◼ 来年度のオークションに向けた見直し検討については、これまで、本検討会、および制度検討作業部
会（国の審議会）において、議論を進めているところ。

◼ 容量市場の運用業務を支援するシステムの導入に関して、業務を効率的かつ効果的に進めるため、
事業者が行う登録や応札等を対象としたシステムは、順次運用を開始しており、2024年度の実需給
年度に向けて必要となるシステムは、引き続き開発準備を進めている。

◼ 本日は、今後のシステムやツールの開発について、準備状況をご報告する。
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31. （これまでの振り返り）システム開発の目的と概況

◼ 広域機関は、容量市場の市場管理者として一定の役割を果たすことと整理されており、容量オーク
ションを開催して供給力（kW価値）を確保した後、実需給期間に発電事業者等が供給力を提供
していることをアセスメントしつつ、小売電気事業者や一般送配電事業者、発電事業者等との請求・
交付等の運用業務を行う。

◼ 容量市場の運用業務にあたり、広域機関は、業務規程第7条の規定に基づき、業務を効率的かつ
効果的に進めるため、システムやツールの導入を行うこととしている。（すでに、事業者や電源の登録、
応札、契約等の業務で必要な機能について、順次運用を開始しているところ。）

◼ これから実施していく運用業務では、アセスメントや請求・交付を行う上で、アセスメント結果や各種
金額の算定（容量確保契約金額の交付額及び容量拠出金額の請求額）において正確性や信
頼性の確保が求められることとなる。

◼ なお、来年度オークションの見直しの検討による影響については、事業者への影響も最小限にすること
も考慮しつつ、必要に応じてご相談していく。

◼ ついては、今後のシステムやツールの開発において、効率的・効果的な業務遂行及び各事業者の利
便性向上を目的とするとともに、正確性・信頼性の向上を踏まえながら、業務実施時期を見据えて
準備を進めていく。
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年 2020年 2021年

月 ・・・ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

制
度
検
討

制度検討作業部会
（国の審議会）

容量市場の在り方等に
関する検討会

業務設計・システム仕様検討

▼5/29
(第25回)

▼6/29
(第26回)

▼9/28
(第27回)

▼5/29
(第40回)

▼9/17
(第42回)

▼10/13
(第43回)

▼1/25
(第46回)

▼7/31
(第41回)

業務概要に関する意見募集(10/28～11/10)

小売事業者による容
量拠出金の支払

供給力の管理・確保、入札価格の妥当性の確保
小売事業環境の激変緩和、オークション結果の情報公開

カーボンニュートラルとの整合性確保

[第25回]発動指令時の精算単価、容量停止計画の調整、電源等の差替、容量市場における精算業務
[第26回]容量拠出金の具体的な計算方法
[第27回]容量市場の実需給期間に向けたシステム開発
[第29回]システム開発に係る業務概要に関する意見募集の結果

業務設計

システム仕様効率化検討
入札公告資料作成

[第24回以前]
実効性テスト
リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

▼3/1
(第47回)

▽3/26予定
(第48回)

▼10/19
(第28回)

▼11/20
(第29回)

▼3/16
(第30回)

▼4/7
(第39回)

システム仕様検討

システム仕様検討
概算見積

容量市場システム

ベースライン等算定ツール

概算見積

2. 今後のシステム開発（検討経緯）

◼ 本検討会、および国の審議会での議論も踏まえて、今後のシステムやツールの開発に関して、業務設
計・システム仕様検討を進めている。

◼ 実需給期間の業務を対象とした容量市場システムについては、業務の特性、システム導入の効果を
踏まえ、システム化範囲選定の方向性を整理した。

◼ あわせて、システム開発に係る業務概要に関する意見募集や概算見積を実施し、取り込むべき内容
をシステム仕様へ反映している。



5（参考）容量市場の業務特性

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



6（参考）システム化を検討する実需給期間の業務について

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



7
（参考）（システム化を検討する実需給期間の業務例）
リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ業務：容量停止計画（日数カウント）の業務内容

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



8
（参考）（システム化を検討する実需給期間の業務例）
請求・交付業務の業務例（1/2）

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



9
（参考）（システム化を検討する実需給期間の業務例）
請求・交付業務の業務例（2/2）

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



10（参考）システム導入の効果

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



11（参考）システム化範囲選定の方向性

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より



12（参考）システムにより対応するべき範囲

第27回容量市場の
在り方等に関する検
討会資料より
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実需給期間の業務 業務例 システムの開発範囲の識別

システム化する
（新規開発＋ツール）リクワイアメント・

アセスメント・
ペナルティ

請求・交付

システム化する
（新規開発＋外部サービス）

情報公表

検証

• アセスメントで必要な情報の登録
• リクワイアメントに対する共通的な評価・結果管理
• ペナルティの確定 等

• 容量拠出金の請求額の算定と請求
• 容量提供事業者への交付額の算定と交付 等

• 容量拠出金の未収金徴収
• 月次・年次締め

• 市場退出時のペナルティ対応

• 経済的ペナルティ未払いの容量提供事業者名の公
表

• 改定ルール、マニュアル等の公表 等

• フォローアップ
※容量市場が効果的に機能しているかどうかを定期
的に検証する

機密情報の登録・管理・確認を伴う業務

機密情報の登録・管理・確認、大量処理
を伴う業務

大量処理は想定されないが、機密情報の
登録・管理・確認を伴う業務

既存機能で代替可能な業務（機能の流
用・拡張を考慮）

業務の頻度が少なく、大量処理を伴わな
い業務

業務の頻度が少なく、大量処理を伴わな
い業務

• 電源等差替対応
• 容量確保契約の変更・解約 等

機密情報の登録・管理・確認を伴う業務
契約締結後の

対応

システム化する
（既存機能改修）

• リクワイアメントに対する例外・特殊・低頻度な評
価・結果管理

対象が限られる例外・特殊な処理となる
業務

システム化しない
（ハンドまたは内製ツールで

対応）

システム化しない
（ハンドまたは内製ツールで

対応）

システム化しない
（ハンドまたは内製ツールで

対応）

◼ 第27回容量市場検討会で整理した内容に、システム仕様の効率化や概算見積の結果を加味して、
以下のとおり今後のシステム化範囲を選定した。

◼ なお、契約締結後の対応の業務は、運用を開始済の容量市場システムの機能改修により対応する。

システム要否

システム化する
（新規開発）

システム化する
（既存機能改修）

2. 今後のシステム開発（システム化範囲）



143. 容量市場に関係するシステム構成

◼ システム化にあたっては、新規開発、外部サービス（消込システム）、ツール、既存機能改修を組み
合わせて、業務遂行に影響を与えず、かつ開発規模を抑えたシステムを構築する。

新規開発既存機能

参加登録
審査

応札管理

容量確保
契約管理

認証 認証

実効性テ
スト管理

調整不調
電源管理

リクワイアメント・アセスメント

ペナルティ
管理

容量停止
計画管理

電源差替
管理

容量市場システム（実需給期間前）※クラウド

事業者情報
電源等情報
契約電源情報
電源等差替情報
ペナルティ要素情報
容量停止計画
期待容量算定諸元

請求交付

・容量停止計画
・市場応札
・供給指示への対応
・発動指令への対応

ペナルティ額
算定・通知

支払請求
入出金管理

財務会計
連携

・容量拠出金
・交付額
・還元/追加請求

容量市場システム（実需給期間）※クラウド

事業者情報
電源等情報
期待容量情報
応札情報
電源等差替
容量停止計画

入金データ
(消込結果)

落札結果
容量確保契約
調整不調電源情報
ペナルティ情報
差替情報

差替先配分供給力
発電量調整受電電力量
市場応札量
供給指示対応実績
発動指令アセスメントデータ

交付額通知書
ペナルティ額通知書
支払通知書

発電事業者 小売電気事業者 送配電事業者

消込
システム

入金データ

請求データ
取引先データ

入金

出金

振込用データ

銀行
システム

出金データ

約定処理
ツール

必要予備力
算定ツール

応札
情報

落札
結果

応札情報

信頼度
計算結果

約定
処理

信頼度
計算

容量停止
計画

調整ｴﾘｱ
算定

容量停止計画
調整ツール

調整エリア算定
作業停止変換

ベースライン等
算定ツール

発動実績
算定・突合

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ
算定結果

容量停止
計画

実効性
ﾃｽﾄ結果

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ
算定結果

広域機関

広域機関システム検証・分析
ツール
検証
・分析

発電計画・上限
H1需要実績

検証用
データ

請求データ

会員情報管理
システム

財務会計
システム

請求通知
需給計画

・監視
財務諸表

入出金
データ

事業者情報
(小売・送配電)

請求書

請求先情報

データ連携（手動）

データ連携（自動）

キャッシュフロー

関連システム・
ツール

(広域機関内)

既存機能

改修対象外 改修対象

新規開発

開発対象

容量市場
システム
(クラウド)
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アセスメント結果情報

発電事業者

（参考）システム構成（容量市場システム:リクワイアメント・アセスメント処理の流れ）

既存機能情報
連携

容量停止計画受付

アセスメント対象電源
アセスメント対象容量

対象電源
提出日時
作業開始
終了日時

発電上限／発電
計画受付

対象電源
発電上限
発電計画
発電余力

対象電源
作業開始
終了日時

対象電源
発電上限
発電計画

コマ(1日あたり48コマ) 1 … 48
電源が提供できる
供給力の最大値

55 … 100

A電源 4月1日~4月30日

アセスメント対象容量 100 … 100

リクワイアメント未達成コマ 0.55コマ … 0コマ

ペナルティの倍率 5倍 … 1倍
リクワイアメント未達成コマ
(ペナルティ倍率考慮後)

2.75コマ … 0コマ

既存機能
容量確保契約情報
電源等差替情報
算定諸元一覧

アセスメント対象電源
アセスメント対象容量

市場応札量

リクワイアメント未達
成量・未達成コマ

確定

ペナルティ金
処理へ

容量停止計画
発電上限/計画/余

力情報

市場応札量受付

市場応札量

市場応札量

アセスメント対象情報

30分コマ毎リクワイアメ
ント未達成コマ算出
（容量停止計画）

需給情報登録

需給ひっ迫情報

需給ひっ迫
対象コマ

30分コマ毎リクワイアメ
ント未達成量算出

（市場応札）

計量値受付

計量値/ベースライン/
発動実績

計量値
ベースライン
発動実績

リクワイアメント未達成量・
未達成コマ

一般送配電事業者
供給指示対象電源
計量値

広域機関

供給指示対象
電源登録

30分コマ毎リクワイアメ
ント未達成量算出

（供給指示）

30分コマ毎リクワイアメ
ント未達成量算出

（発動指令）

アセスメント結果

【凡例】 データ更新 データ参照

計量値
ベースライン
発動実績

ベースライン算定
結果取込

計量値
ベースライン
発動実績
突合結果

ベースライン等
算定ツール

供給指示
対象電源

計量値
ベースライン
発動実績
突合結果

計量値

需給ひっ迫
対象コマ

供給指示
対象電源

計量値
ベースライン
発動実績
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アセスメント結果情報

発電事業者

（参考）システム構成（容量市場システム:ペナルティ処理の流れ）

ペナルティ金額計算
（容量停止計画）

容量確保契約金額（円) 
×（リクワイアメント未達成コ

マの累積－8,640）(コ
マ)×0.0125（％/コマ)

アセスメント対象情報

経済的ペナルティ金額
情報

リクワイアメント未達成コマ

ペナルティ金額計算
（市場応札）

（容量確保契約金額(円) ×
リクワイアメント未達成量

(kWh)）／（容量確保契約
容量(kW) × 1年間で需給
ひっ迫のおそれがあると想定さ

れる時間(h)）

容量確保契約金額

経済的ペナルティ金額

経済的ペナルティ金額 経済的ペナルティ金額

ペナルティ金額計算
（発動指令）

（容量確保契約金額(円) 
×110%×リクワイアメント未
達成量（kWh）／(アセス
メント対象容量（kW）

×3h/回×12回)

リクワイアメント未達成量

ペナルティ金額計算
（供給指示）

（容量確保契約金額(円) 
×リクワイアメント未達成量
(kWh)）／（容量確保契
約容量(kW) × 1年間で
需給ひっ迫のおそれがあると

想定される時間(h)）

経済的ペナルティ金額

ペナルティ金額の
確定

ペナルティ金額

交付処理へ

リクワイアメント未達成量

【凡例】 データ更新 データ参照

リクワイアメント未達成量
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銀行システム

（参考）システム構成（容量市場システム:交付処理の流れ）

発電事業者

経済的ペナルティ金額情報アセスメント対象情報

当月分容量確保契約
金額の交付額の算出

交付額＝容量確保契
約金額/12

※3月分については、
交付額＝容量確保契

約金額－既払額

交付額

当月分の容量確保契約金額の交付額
交付額累計
容量確保契約金額の交付額の残額

容量確保契約金額

既払額

支払額の算出（ペナ
ルティ金額込み）

支払額＝交付額-経
済的ペナルティ金額

経済的ペナルティ金額

入出金情報

交付額確定 支払額確定

支払通知書交付額通知書

支払額

振込用データ加工
交付額データの抽出

交付額データ
登録

交付額データ
登録内容の

確認

振込用口座
への入金

処理
振込許可

振込処理の
確認

振込結果の
抽出

部門担当者 部門責任者 部門経理担当者 部門経理責任者 部門経理担当者 部門担当者

振込結果反映
振込結果

【凡例】 データ更新 データ参照

当月分の容量確保契約金額の交付額



18（参考）システム構成（容量市場システム:請求額の算定処理の流れ）

既存機能情報連
携

既存機能

容量確保契約情報
オークション結果情報

アセスメント対象電源
アセスメント対象容量
電源毎の約定量
電源毎の約定価格

アセスメント対象情報 オークション結果情報

アセスメント対象電源
アセスメント対象容量

H3需要比率・需
要登録

広域機関

H3需要比率
H3需要

エリア毎の約定量
エリアの約定価格

エリア別の容量拠出金
総額算出

エリア別の容量拠出金総額
＝全国の約定量×約定価
格×当該エリアのH3需要比

率

H3需要比率・需要

エリア別の一般送配電
事業者の負担総額算

出

エリア別の一般送配電事業
者の負担総額＝エリアの約
定価格×エリアのH3需要

×6%

H3需要比率
H3需要

エリア別の小売電気事業者
の負担総額算出

エリア別の小売電気事業者の負担
総額＝エリア別の容量拠出金総額
－エリア別の一般送配電事業者の
負担総額－経過措置対象電源の

控除額

経過措置対象電源の控除額

エリア別の容量拠出金

エリア別の容量拠出金総額

エリア別の一般送配電
事業者の負担総額

エリア別の小売電気事
業者の負担総額

各小売電気事業者への請求額の算出

小売各社への毎月の請求額＝（エリア
別の小売電気事業者負担総額／

12）×小売各社の毎月の配分比率

シェア変動考慮後の配分比率＝シェア変動考慮
後のkW／当該エリアでのシェア変動考慮後の

kWの合計

広域機関
システム

実績登録

前年度実績
当年度実績

実績

前年度実績
当年度実績

入出金情報

未収金情報

請求情報

一般送配電事業者
託送契約kW実績

エリア毎の約定量
エリアの約定価格

オークション結果
登録

年間ピーク実績

電源毎の約定量
電源毎の約定価格

【凡例】 データ更新 データ参照
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消込システム

会員情報管理システム

（参考）システム構成（請求処理の流れ）

請求データ
登録

請求書の
発行

請求・入金金
額の突合

結果の抽出

部門担当者 部門担当者

請求データの抽出

請求先情報登録

請求先情報

事業者情報

請求先情報

入出金情報

請求金額

消込/未消込データ取込

支払情報
未収金情報

支払情報

請求書

未収金督促

支払情報確認

支払状況

請求情報

小売電気事業者 送配電事業者

銀行システム

請求書作成用データの
出力

請求書作成用データ

入金データ
取得

振込用口座
への入金

処理

振込

入金データ

【凡例】 データ更新 データ参照

消込/未消込データ

請求先情報
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業務分類 機能概要

契約締結後の
対応

アグリゲートリソース変更管理 アグリゲートリソース情報の変更を管理する機能

電源等差替管理 電源等差替情報・差替掲示板への掲載情報等を管理する機能

余力活用契約確認 電源等差替時に余力活用契約を締結済であることを確認する機能

市場退出時のペナルティ対応 実需給期間中の市場退出時(自主退出/強制退出)のペナルティ対応を行う機能

容量確保契約管理 容量確保契約の変更/解約情報を管理する機能

リクワイアメント・
アセスメント・
ペナルティ

アセスメント管理（容量停止計画(安定・変動単独）） 容量停止計画（安定・変動単独）のアセスメント諸元情報管理・アセスメント処理等を行う機能

アセスメント管理（容量停止計画(変動アグリ）） 容量停止計画（変動アグリ）のアセスメント諸元情報管理・アセスメント処理等を行う機能

アセスメント管理（市場応札） 市場応札のアセスメント諸元情報管理・アセスメント処理等を行う機能

アセスメント管理（供給指示） 供給指示のアセスメント諸元情報管理・アセスメント処理等を行う機能

アセスメント管理（発動指令） 発動指令のアセスメント諸元情報管理・アセスメント処理等を行う機能

経済的ペナルティ管理 容量提供事業者に対する経済的ペナルティの算定/照会等を行う機能

請求・交付

容量拠出金管理 容量拠出金の算定/照会等を行う機能（年次精算時は還元・未回収分追加請求も実施）

交付額管理 容量提供事業者に対する交付額の算定/照会等を行う機能

支払通知・請求管理 支払・請求明細の作成/照会、請求書/支払通知書の作成/照会等を行う機能

入出金管理 容量市場システムの入出金情報・残高情報等を管理する機能

財務会計連携 財務会計システムへの連携データの作成/照会等を行う機能

情報公表 お知らせ管理 連絡事項のお知らせ内容の登録/照会等を行う機能

共通

認証 ユーザIDおよびパスワードによる認証を用いてログイン/ログアウトを行う機能

マスタ管理 容量市場システムで扱うマスタ情報を管理する機能

データ連携 実需給期間前容量市場システムで保有するデータを取り込む機能

マスキング 画面表示時およびファイル出力時に特定の情報項目をマスキングする機能

4. 容量市場システム（実需給期間の業務で必要な機能）

◼ 容量市場システムには実需給期間の各業務に対応するため、以下の機能を具備していく。



214. 容量市場システム（コスト削減策）

◼ 当初想定の開発仕様と概算見積を踏まえて、業務遂行に影響を与えない範囲で、既存機能改修に
よる開発の効率化、画面や機能の共通化・簡素化による仕様の効率化を図った。

◼ 方策により、全体で約25%の工数削減効果が見込まれ、開発規模を抑えられる。

方策①：開発効率化 方策②：仕様効率化

施策概要

削減工数
▲180人月 ▲240人月

▲420人月（25%削減）

契約締
結後の
対応

既存システムとのデータ関連度が高く、
新規開発よりも既存機能改修の方
が費用を抑えられ、かつ開発を効率
的に進められる部分については、既
存機能の改修により実現する。

ﾘｸﾜｲｱﾒﾝﾄ
ｱｾｽﾒﾝﾄ

ﾍﾟﾅ
ﾙﾃｨ

容量
拠出金

容量確
保契約
金額

実需給期間の主要業務

既存機能改修にて実現
※入札公告対象外

同様な業務において、利便性・
操作性を保ったまま集約できる部
分については、画面や機能を共
通化する。

確認画面
「下記の情報で登録します。

よろしいですか。」

確認ダイアログに
変更

新規開発（入札公告対象）

＜簡素化＞＜共通化＞

確認が伴う業務において、機能
性を保ったまま置き換えできる部
分については、画面や機能を簡
素化する。

請求書一覧

請求書・支払通知書一覧

事業者 年月 金額

A社 2024/12 ¥100

事業者 XXX

年月 2024/12

検索条件

検索結果

区分 事業者 年月 金額

請求 A社 2024/12 ¥100

支払 B社 2024/12 ¥200

事業者 XXX

年月 2024/12

区分 請求/支払

検索条件

検索結果

支払通知書一覧

事業者 年月 金額

B社 2024/12 ¥200

事業者 XXX

年月 2024/12

検索条件

検索結果

共通部分を集約

２画面→１画面に集約

画面を簡素化
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方策① 方策② 方策③

機能を細分化してモジュール単位で構築 プログラム外に可変パラメータを保持 プログラム規模自体の削減
（外部ツールの活用）

4. 容量市場システム（柔軟なシステム構築）

◼ 以下の方策により、仕様変更が生じた際にも、システム改修の影響を小さく抑えられる柔軟なシステ
ムを構築する。

➢ 方策①：機能を細分化してモジュール単位で構築

➢ 方策②：プログラム外に可変パラメータを保持

➢ 方策③：プログラム規模自体の削減（外部ツールの活用）

機能Ａ
機能Ｂ
機能Ｃ

単一モジュール

モジュール全体に影響

機能Ａ

複数モジュール

特定モジュールのみに影響

機能Ｂ

機能Ｃ

影響
あり

モジュール：システムを構成する要素・部品

プログラム

ペナルティ倍率
(1倍・5倍)

プログラム内部に
オンコーディング

変更時にプログラム改修要

プログラム外の
ファイルに保持

変更時にプログラム改修不要

ペナルティ基準
(年間8,640ｺﾏ)

一般送配電負担率
(6%)

プログラム

外部ファイル

ペナルティ倍率
(1倍・5倍)

ペナルティ基準
(年間8,640ｺﾏ)

一般送配電負担率
(6%)

プログラム

プログラム内部に
機能保持

変更時にプログラム改修要

外部ツールを活用

変更時にプログラム改修不要

ペースライン等算定機能

容量停止計画調整機能

データ活用機能(BI)

プログラム

外部ツール

ペースライン等算定機能

容量停止計画調整機能

データ活用機能(BI)
機能Ｃ’ 機能Ｃ’

機能入替機能入替
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方策① 方策②

単一箇所の障害であればサービス継続可能な冗長構成とする。 データバックアップは、同一クラウドサービスの内部で複数作成するとと
もに、クラウドサービスの全体的な災害や障害に備え、クラウドサービス
とは別に外部でも保管する。

4. 容量市場システム（システムのレジリエンス確保）

故障

サーバ

サーバ

サーバ

サーバ

LB LB

サーバ

サーバ

LB

正常時 復旧時障害発生時

自動
復旧

障害復旧障害発生

Active機 Active機

障害復旧障害発生

Active機

Standby機

Standby機Active機

R53

故障

DNS DNS DNS

正常時 復旧時障害発生時

メイン拠点

元データ バックアップ

バックアップ

バックアップ拠点 外部

バックアップ

◼ 容量市場システムで対応する業務の特性を踏まえて、メンテナンス時や障害発生時にも、サービスの
停止時間を最小限にできるシステムを構築する。

➢ 方策①：冗長構成

➢ 方策②：データバックアップ



244. 容量市場システム（工程・調達方法）

◼ 実需給期間の業務に係るシステム開発の期間は、要件定義や運用準備を含め約2年半を見込んで
いる。

◼ 本検討会、および制度検討作業部会（国の審議会）における、来年度のオークションに向けた見直
し検討の議論状況を踏まえつつ、2021年4月に入札公告を実施する計画としている。

◼ 前述のコスト削減策も踏まえて、以下の方法により調達を行う。

➢ 新規開発部分（リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ／請求・交付／情報公表） ：一般競争入札（総合評価方式 ※）

※ 総合評価点＝技術点＋価格点（得点配分は、技術点：価格点＝３：１ ）

技術評価では、開発スキルだけではなくプロジェクト推進力の高さや、外部要因を考慮した開発が可能となるかを評価する。

➢ 既存機能改修（契約締結後の対応）：随意契約

2021年度 2022年度 2023年度
2024年度

（実需給年度）
2025年度

実需給期間の業務に
係るシステム開発

2020年度

▲意見募集(2020/11)

▲概算見積(2020/12)

システム
要件定義

要件
確認

基本
設計

詳細設計
～結合テスト

受入
テスト

総合
テスト

運用
準備 システム運用・保守

▲運用開始(2024/4)

入札公告準備 ▲入札公告(2021/4)

入札 ▲ベンダー決定

基本設計
～結合テスト

受入
テスト

総合
テスト

運用
準備 システム運用・保守

▲運用開始(2024/4)システム
要件定義

システム入札新
規

既
存



25（参考）容量市場システムの開発体制

◼ 広域機関と開発ベンダーの双方で体制を組み、システム開発を遂行する。

関連チーム

会員情報管理

市場設計

財務会計

ベースライン等
算定ツール

システム設計開発担当者

仕様統括 リクアセ 請求交付

・容量市場システムの要件確認/設計/開発/テストを行う
・プロジェクト管理を行うための各種情報をプロジェクトマ
ネージャーに報告する

容量市場プロジェクト全体責任者

・容量市場全体および関連プロジェクトに影響を及ぼす重大
なリスク及び課題等の意思決定を行う
・意思決定結果は適宜理事会にて報告し、最終承認を得る 容量市場プロジェクト副責任者

・容量市場プロジェクト全体責任者のサポート
を行うシステム責任者

（プロジェクト責任者）

・プロジェクトマネージャーから報告されたプロジェクト状
況を確認・承認する
・プロジェクト計画書を承認する
・情報システムの構築完了を承認する
・重大なリスク及び課題が発生した場合は、容量市場プロ
ジェクト全体責任者に報告する

システム管理者
（プロジェクトマネージャー）

・容量市場システム開発におけるプロジェクト管理を行う
（進捗/品質/コスト/課題/リスク）
・他プロジェクトとの各種調整を行う
・プロジェクトの状況は適宜プロジェクト責任者に報告する PMO

・プロジェクトマネージャーのサポートを行う
・主に品質管理や進捗管理、関連チームとの各
種調整を行う

運用保守担当者

・運用開始後のシステム運用及び保守を行う



265. ベースライン等算定ツール（機能）

◼ 発動指令電源のアセスメントにあたっては、電源等リストに含まれる全ての地点について、計量実績を
もとにベースライン・発動実績を算定する必要があり、大量の計算処理が必要となる。

◼ 処理対象の地点数が多く、大量な計算処理が必要となることから、容量市場システムとは切り離した
構成とする。処理対象は発動指令電源:1リストあたり、数千地点(件)と想定している。

◼ ベースライン等算定ツールには以下の機能を具備する。

業務分類 機能概要

振分機能
➢一般送配電事業者より入手した各地点の計量データを、電源等リストの系統コード毎、地点毎に振り

分けて管理する機能

算定機能

➢計量データおよび発動日・対象時間帯データを用いて、ベースライン算定方法に基づき、地点ごとの発
動実績を算定する機能

➢電源等リスト、契約容量と、予め保持しているエリア毎・電圧区分毎の損失率を用いて、電源等リスト
全体での達成量・達成率を算定する機能

突合機能 ➢算定結果と事業者から提出された実効性テスト結果やアセスメント結果を突合し、比較する機能

地点重複チェック
機能

➢電源等リストに含まれる地点について、各リスト間で重複する地点の有無を確認する機能

取込機能
出力機能

➢容量市場システムより出力した電源等リスト、契約容量、実効性テスト結果やアセスメント結果などを
取り込む機能

➢一般送配電事業者より入手した各地点の計量データなどを取り込む機能
➢算定結果などを容量市場システムが取り込み可能な形式で出力する機能



275. ベースライン等算定ツール（コスト削減策・柔軟なツール構築）

◼ ベースラインの算定ロジックが追加・変更される可能性を考慮して、算定ロジックのみを追加・変更で
きる仕様とし、将来的な仕様変更時の影響を軽減する。

◼ 計算ロジックの中の可変パラメータを外部ファイルなどで保持し、算定方法変更にも対応可能な仕
様とする。

ベースライン等算定ツール

＜算定機能＞

容量市場システム

契約容量

一般送配電事業者

各地点計量値

アセスメント結果登録
電源等リスト

(地点一覧表)

発動日・対象時間

エリア・電圧区分別損失率

＜振分機能＞

地点別
計量値ファイル

地点別ベースライン
地点別達成量

リスト別
達成量・達成率

＜突合機能＞

突合結果 相違点抽出

事業者が登録した
アセスメント結果

算定ロジック1 算定ロジック2 ・・・

＜地点重複チェック機能＞

重複地点抽出

今後の制度議論により、
標準ベースライン以外の算定にも

対応できる拡張性を備える。

可変パラメータを外部ファイルなどで
保持する。



285. ベースライン等算定ツール（工程・調達方法）

◼ ベースライン等算定ツールの開発期間は約1年間を見込んでいる。

◼ 2022年度に実施予定の「実効性テスト」（対象実需給年度：2024年度向け）で利用を開始することから、
2021年度中に開発を完了させるため、2021年3月に入札公告を実施する計画としている。

◼ 調達は一般競争入札（総合評価方式 ）により行う。

年 2021年 2022年

月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

開発工程

入
札
・
契
約

要
件
定
義

基
本
設
計

製
造
・
単
体
試
験

結
合
試
験

総
合
試
験

受
入
試
験

納
入



296. まとめ

◼ 容量市場システムの開発は、入札公告に向けて準備を進めているところ。来年度のオークションに向け
た見直し検討の議論状況を踏まえつつ、2021年4月に入札公告を実施する計画としている。

◼ 実効性テストの運用業務で利用するベースライン等算定ツールの開発は、入札公告に向けた機能内
容の整理が終わり、2021年３月に入札公告を実施する計画としている。

◼ 対象実需給年度：2024年度の運用に向けた準備については、遅れが生じないよう進め、引き続き
本検討会でも開発状況の報告を行っていく。

◼ 来年度のオークションに向けた見直し検討により、対応が必要となった新たな内容については、事業者
への影響を最小限にすることを念頭に、並行して検討を行っていくこととする。


